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公募型プロポーザル方式による提案書募集の実施

佐野市水処理センター等包括的維持管理業務委託について、公募型プロポーザル方式

による提案書を次のとおり募集するので公告します。

平成３０年８月１日

                    佐野市長 岡 部 正 英  

１ 業務概要

(１) 業務名

佐野市水処理センター等包括的維持管理業務委託

(２) 業務内容

佐野市水処理センター、秋山川中継ポンプ場、高萩中継ポンプ場及び伊勢山中

継ポンプ場の維持管理について、次に掲げる業務を委託します。業務内容の詳細

については、業務要求水準書を参照してください。

①運転操作監視業務

②保守点検業務

③環境計測業務

④物品等の調達及び管理業務

⑤修繕業務

⑥施設管理業務

⑦環境対策業務

⑧エネルギー管理業務

⑨ストックマネジメント業務

⑩緊急時対応業務

⑪その他業務

(３) 履行期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

ただし、契約締結日から平成３１年３月３１日までの期間は業務準備期間とし、

受託者自らの責任と費用負担にて、本市及び前受託者からの引継ぎを受けるもの

とします。
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２ 提案限度価格等

(１) 提案限度価格

１，１２４，６３０，０００円（消費税及び地方消費税額を含まない）を上限

とします。

（契約期間のうち、平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までの額）

(２) 最低制限価格  無

３ 資格要件及び評価基準

(１) 提案書の提出者に要求される資格要件

ア 佐野市における平成２９・３０年度入札参加資格者で、佐野市物品等競争入札

参加資格名簿で業種「大分類Ｍ（施設・設備等維持管理）のうち「小分類３（上

下水道施設管理）」に登録されている者であること。

イ 関東地方（１都６県）に本社、本店又は支店、営業所等を有する者（支店、営

業所等にあっては契約締結権を委任された者に限る。）であること。

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定す

る者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている者は含まれない。）でないこと。

エ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定に

より市の入札参加制限を受けていない者であること。

オ 佐野市競争入札参加者指名停止要綱（平成１７年佐野市告示第１５４号）第２

条第１項に規定する指名停止の期間中でないこと。

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定により更生手続開始の申立が

なされていないこと、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に

より再生手続開始の申立がなされていないこと。ただし、会社更生法の規定によ

る更生計画又は民事再生法の規定による再生計画について、裁判所の認可決定を

受けた者を除く。

キ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）

第２条第１項の規定に基づき国土交通大臣の登録を受けていること。

ク 水処理及び汚泥処理（焼却施設を含まない）を一連とする下水道終末処理場で

あって、かつ、以下の条件をすべて満たすものにおいて、維持管理業務を平成２

０年度以降に継続して２年以上元請として履行した実績を有すること。ただし、

共同企業体の代表者としての実績は含むが、構成員としての実績は含めない。

・下水道法（昭和３３年法律第７９号）の事業計画に定める施設であること。

・供用開始後２０年以上経過している施設であること。

・下水の排除方式が一部合流式である施設であること。

・標準活性汚泥法（高度処理の変法を含む）を用いる水処理施設であること。

・汚泥消化設備を有する汚泥処理施設であること。

ケ 共同企業体による参加者でないこと。
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コ 次の要件をすべて満たす総括責任者を常時かつ専任で配置できる者であるこ

と。

・下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３第７号に定める

資格を有する者であること。

・下水道終末処理場において、総括責任者又はサに示す副総括責任者として２

年以上維持管理業務に従事した経験を有する者であること。また、緊急時に

おける水処理センター等の円滑な運営を担保するため、佐野市水処理センタ

ーへ６０分以内に到着可能であること。

サ 次の要件をすべて満たす副総括責任者を配置できる者であること。

・下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３第７号に定める

資格を有する者であること。

・下水道終末処理場において、副総括責任者又は業務要求水準書に定める設備

点検業務主任者若しくは環境計測業務主任者と同等の責任者として２年以上

維持管理業務に従事した経験を有する者であること。

(２) 提案書を特定するための評価基準

ア 業務実施方針

イ 業務実施体制

ウ 運転管理業務（運転操作監視及び環境計測）

エ 保守点検業務

オ 緊急時対応業務

カ 地域貢献

キ 業務価格

ク プレゼンテーション及びヒアリング

４ 手続き等

(１) 業務内容説明書等の配布方法

応募者は、業務内容説明書等を佐野市ホームページからダウンロードすること。

（ホームページアドレス http://www.city.sano.lg.jp/）

(２) 参加表明書の受付期間並びに提出場所及び方法

① 受付期間  平成３０年８月１日（水）から平成３０年８月１７日（金）

（当日消印有効）

② 提出場所  ４（４）に同じ。

③ 提出方法  郵送（配達の記録が残る方法に限る）すること。
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(３) 技術提案書の受付期間並びに提出場所及び方法

① 受付期間  平成３０年１０月１５日（月）から平成３０年１０月２５日（木）

午後５時まで（閉庁時は除く）

② 提出場所  ４（４）に同じ。

③ 提出方法  持参すること。

(４) 担当課

〒３２７－０８３５

佐野市植下町３３００番地 佐野市水道局下水道課施設係

電話 ０２８３－２３－１１２０ ＦＡＸ ０２８３－２３－１１２１

以上


